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東日本大震災における外国人居住者の 
ストレスと対処に関する研究
フォステル　マルガリタ1・平　　田　　　　　忠2
要　約
　東北地方に在住し，2011年 3月に起こった東日本大震災を体験した外国人居住者を対
象として，震災によるストレスとそれへの対処行動について 2011年 8月から 12月の期
間に質問紙調査を行った。質問の内容は，回答者の基本的属性，震災発生時の状況と被
害の有無，震災後のストレス関連の症状と，その原因，対処行動などである。
　合わせて 21カ国 154名から回答を得た。主な結果は次の通りである : ① 家屋など物
的な被害をこうむった人は全体の半数近くいたが，怪我をした人は 1割未満と少なかっ
た，② ストレス関連の症状があった人の割合は 80%以上と大変高かった，③ ストレス
の原因として挙げられたものの中で多かったのは，「原発事故と放射能問題」，「余震」，「仕
事」，「家族」などであった，そして，④ 対処行動としては，「家族や友人と話をする」，「何
らかの活動をする」，「余震に対する備えをする」などが多く挙げられた。
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　は じ め に
　困難な状況は，常に人間の生活の本質的な一
部となっている。しかし，現代の生活の中では，
潜在的にストレスの多い状況が増大しており，
ストレスに起因する身体および精神面への影響
を示す人が増加しているようである。一方，過
去数十年にわたって，ストレスの影響に対処す
るための方策に関する多くの研究が報告されて
いる。ストレスという用語の定義はさまざまで
あるが，大部分の定義に含まれているのは，ア
ドレナリンの分泌と心拍，血圧の増大を伴う情
緒的，身体的な反応を引き起こす強いあるいは
持続的な刺激の存在と，個体とそれをとりまく
環境との交互作用である（Contrada, 2011）。ス
トレスと何らかの身体的および精神的疾患との
相関を示す十分な理論的基礎と実証的研究があ
る。生物学的，心理学的および環境的なアプロー
チからのストレスの影響に関する文献は，スト
レスが，脳の活動によって媒介される心理的プ
ロセスを含む，心肺機能，骨格筋，消化や生殖，
免疫システムなど，体のほぼすべてのシステム
に影響を与えることを示している（Contrada 
and Baum, 2011を参照）。そして，ストレッサー
が強かったり，長く続いたり，蓄積されるよう
な場合には，その影響は，対処のための資源を
超えて，心身の健康に大きな影響を与える原因
になる可能性がある。
　ストレスの原因として，さまざまなものが考
えられるが，自然災害もその一つである。世界
保健機関（WHO）は，災害を，対処する能力
を超えて，人的，物質的，そして生態系の被害
を引き起こすような，コミュニティや社会の機
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能の深刻な中断としている（WHO, 2012）。地
震のような自然災害の場合には，被害と危険性
の大きさに従って，さまざまな種類のストレッ
サーに関係づけられいる。また，連続して起こ
る余震，ライフライン等の部分的あるいは完全
な破壊，大規模な避難，瓦礫やごみの山，被害
と被害者の視覚的なイメージを含む放送の繰り
返しなど，災害の後に続く状況もストレッサー
になる。地震自体と，その後の日常生活から起
こるストレスは，心身の健康のための潜在的な
リスクと見なされうる。そして，心身の問題の
出現におけるストレスの役割は，災害の規模や
個人の過去の心身の健康状態，災害にさらされ
た期間の長さ，そして，災害から生じた個人的
な被害と逆境に応じて分析されなければならな
い。東日本大震災以前に日本で起こった大規模
な地震災害として 1995年 1月の阪神・淡路大
震災があるが，この震災においても，被災者に
さまざまなストレスの反応と障害が見られたこ
とが報告されている（加藤・岩井，2000 ; 辻
内他，1996 ; 日下他，1997）。
　2011年 3月 11日に起こった東北地方での地
震は，明らかに大規模な災害であった。 2011
年 12月の時点では，死者の数が 15,842人，行
方不明者が 3,485人，負傷者が 5,890人に達し
た。物的な損害では，全壊家屋が 126,244棟，
半壊が 227,677棟，一部損壊が 644,522棟であっ
た（Emergency Disaster Countermeasures 
Headquarters, 2011）。このような被害の規模を
見れば，この自然災害が地域の住民にとって重
要なストレッサーとなったことは疑う余地がな
い。さらに，この震災で問題を大きくしたのは，
巨大地震とその後の津波，数千回にも及ぶ余震，
生活必需品の不足，ライフラインの切断だけで
なく，福島の原子力発電所の事故とそれに伴っ
て生じた放射性物質による環境汚染である。現
在，被災地の復興が重要な目標になっているが，
地域によっては，復興の作業は放射能汚染に大
きく影響を受けている。そして，その汚染は何
十年にもわたって続き，人々にとっては，トラ
ウマ的な出来事として記憶に残るであろう。
　このような状況下，この地域の外国人居住者
のコミュニティは日本人と同じように困難な状
況に対処しなければならなかった。しかし，外
国人という彼らの条件を考えれば，日本人に比
べてより多くのストレスがあったかもしれな
い。その原因として，孤立する可能性，母国語
での情報の欠如，流言や不安による混乱を挙げ
ることができる（Aoki, 2011）。そして，それが
ストレス対処をより困難にする可能性がある。
　外国人が新しい環境に適応しようとする場
合，自国とホスト国との間の文化や言語，社会
規範などの違いに直面することになる。そして，
西欧と日本のように，特にそれらの差異が大き
い場合，それがストレスの原因となりうる。他
の国と比較して，日本は単一文化の国と考えら
れる。そして，それは外国人の適応をより難し
くしているかもしれない。このことに関しては，
移民は多文化環境ではより適応の問題が少ない
ことを示す研究がある（Murphy, 1975）。また，
言語能力は新しい環境への適応の過程における
重要な要因であることを示唆する研究もある
（Baker, 1986 ; Heikinheimo and Shute, 1986 ; 
Nicassio et al, 1986）。外国人の日本社会への適
応については，文化的な差異が外国人における
ストレスの原因として大きく関わっており，そ
の中には，日本語の知識が不十分なために起こ
る誤解や，階層的でユニークな日本式のコミュ
ニケーション，日本人と人間関係を形成する際
の困難などがある（Hirata and Foster, 1991）。
　上記のような，震災の規模とこの地域の外国
人がよりストレスに対して脆弱である可能性を
考慮して，この研究では，特に東北地方に在住
し，今回の大震災を経験した外国人に焦点を
絞って彼らのストレスについての調査を行っ
た。具体的な目的は，外国人居住者の被災の状
況を把握すると同時に，震災に関わるストレス
の症状と原因，そしてストレスへの対処につい
て分析することである。ここでは，単純集計の
結果について報告する。
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　方　　　法
1.　質問紙
　調査は「東北在住の外国人に対する東日本大
震災の影響についての調査」というタイトルの
質問紙を用いて行った。質問紙では，まず回答
者自身の基本的な属性等について，次のような
質問を設けた : ① 国籍，② 性別，③ 年齢（10
歳きざみの選択肢から選択），④ 職業，⑤ 日
本での滞在年数，⑥ 配偶者の有無（配偶者が
いる場合，日本人かどうか），⑦ 居住地，⑧ 
同居者の有無（同居者ありの場合，「配偶者」，「こ
ども」，「その他」から当てはまるもの全てを選
択），⑨ 自分をどの程度日本社会のメンバーと
みなすか，⑩ 日本人の友人の有無，⑪ 日本人
以外の友人の有無，⑫ 自然災害の経験の有無。
⑨から⑪の質問では，程度あるいは量を表わ
す 4段階のスケールを用いて回答してもらっ
た。また，以前の自然災害の経験ありの場合は，
その内容について自由記述の形で回答を求め
た。
　次に，地震が起こった時の状況についての質
問を設けた : 地震が起こった時，⑬ どこにい
たか，⑭ 誰と一緒にいたか，⑮ 何をしていた
か，そして⑯ どのような行動，反応をしたか，
⑰ 被害の有無。⑬ から⑯ までの質問では，
いずれも自由記述の形で回答を求めた。また，
被害については，自分自身の負傷，家屋などの
物的な被害，家族や友人の死亡や負傷に分けて
尋ね，被害があった場合は，その内容を記述し
てもらった。
　さらに，大震災以降のことについての質問を
設けた : ⑱ 自宅からの避難の有無（避難をし
た場合は，その期間と行先，理由），⑲ 家族に
おける震災の影響によるストレスの問題の有
無，⑳ ストレスに関連する症状や行動の有無
（16の選択肢から当てはまるものを全て選択），
㉑ 震災の後，ストレスの原因となったこと，
㉒ ストレスを和らげるために役に立ったこと，
㉓ 震災に伴う問題に対処するため，またより
安心できるためにしたこと，㉔ 現在の主な心
配事，㉕ 海外にいる家族や友人の反応，㉖ 震
災の経験を通して学んだこと，あるいは，肯定
的に考えられること，㉗ 震災時とそれ以降の
日本人の行動，震災への対処の仕方についての
意見。⑲家族の問題では，問題ありの場合は，
その内容を記述してもらった。㉑から㉗まで
の質問に対しては，自由記述の形で回答を求め，
その中で㉕を除いては，3つまでの範囲で回
答してもらった。
　最後に，今回の大震災あるいはこの調査につ
いてのコメントを書く欄を設けて，自由に書い
てもらった。
　上記のような内容の質問紙を英語，スペイン
語，韓国語，そして日本語で作成し，回答者の
母国語，主な使用言語に応じて用いた。
2.　調査の実施
　東北地方に在住する外国人を対象として，
2011年 8月から 12月の期間に調査を行った。
回答者は，筆者の友人・知人とそのまた友人・
知人である。調査の実施方法は二つあり，一つ
はインターネットのメールを利用しての調査で
ある。この方法では，回答者にメールで質問紙
のファイルを送り，回答を記入後，返送しても
らった。もう一つは，印刷した質問紙を用いて
の調査である。ここでは，質問紙を直接，ある
いは，筆者の友人知人を通して回答者に渡し，
回答記入後回収した。
　結果と考察
1.　回答者の基本的属性
　合わせて 154名（男性 75名，女性 79名）か
ら回答を得た。回答者の国籍は 21ヵ国にわた
り，最も多かったのは韓国で 79名，それにア
メリカ合衆国（26名），カナダ（9名）が続いた。
年齢については，30歳以下が 27名（17.5%），
31歳～ 40歳が 39名（25.3%），41歳～50歳が
46名（29.9%），51歳～60歳が 32名（20.8%），
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61歳以上が 10名（6.5%）であった。職業では，
教員が最も多く 53名（34.4%）であった。こ
の中には，大学の教員，小中学校の英語の授業
の助手などが含まれている。その他に多かった
のは主婦の 37名（24.0%）と学生の 25名（16.2%）
であった。
　日本での滞在年数は，2年未満の人は 8名
（5.1%）と少なく，2年～5年未満が28名（18.2%），
5年～10年未満が 36名（23.4%），さらに 10
年以上が 81名（52.6%）と，滞在が長い人が
多かった。配偶者の有無については，未婚者が
38名（24.7%）に対して既婚者が 111名（72.0%）
と多く，その中で，日本人を配偶者とする人も
82名（既婚者の 73.9%）と多かった。同居者
については，同居者なしという回答が 39名
（26.0%）に対して，同居者ありという回答が
113名（73.4%）となっており，同居者の内訳
では，配偶者のみ（35.4%）と配偶者とこども
（47.8%）という回答が大部分を占めた。
　全体的に見れば，回答者の中で滞在 5年以上，
あるいは，日本人の配偶者を持つという人が，
いずれも 7割を超えており，日本での定住者が
大部分であることがわかる。また，教育職につ
いている人が 53人，大学生と大学院生が合わ
せて 25名と，教育水準が高い人が多く含まれ
ているということができる。
　自分をどの程度日本社会のメンバーとみなす
かについての結果を図 1に示した。日本での滞
在が 10年以上という人が多く含まれるにもか
かわらず，自分を「完全なメンバー」とみなす
人は 16名（10.4%）と少なかった。「少し」と「（ほ
とんど）メンバーでない」という回答を合わせ
ると 80名（51.9%）となり，自分が日本の社
会に十分に所属していないと考える人が回答者
の半数を超えた。日本人と外国人の友人がどの
程度いるかについての結果を，それぞれ図 2と
図 3に示した。日本人の友人については，「た
くさんいる」という回答が 43名（27.9%）で，「ほ
とんど」あるいは「全く」いないと回答した人
は合わせて 36名（23.4%）と多くはなかった。
一方，日本人以外の友人については，「たくさ
んいる」という回答が 51名（33.1%）で，「ほ
とんど」あるいは「全く」いないと回答した人
は合わせて 31名（20.1%）と，日本人の友人
に比べて多少多いという結果であった。
　日本在住が比較的長い人が大部分であること
を考え合わせると，これらの結果は，回答者の
多くが日本社会に完全に溶け込んでおらず，そ
して，そのことが日常生活でのストレスの原因
になっている可能性を示している。しかし，多
くの回答者が，この震災によって，普段とは異
なる仕方で隣人や同僚と接する機会ができたと
いうコメントを書いていることは重要である。
彼らの多くは，震災時，そしてその後に，震災
前には想像できなかったほど，周囲の日本人に
親切にされたり支援を受けたと感じている。日
本人との関係を始めたり，日本を異なる視点か
ら見る動機づけとなったという意味では，震災
は肯定的な出来事であった，と言えるかもしれ
ない。震災前に感じていた適応に関係する困難
は，隣人や同僚に対するしり込みによるものか
も知れず，震災はその障害を壊し，隣人をより
近い存在として感じさせてくれた，というコメ
ントを書いた人もいた。
　大震災以前の自然災害の経験の有無について
0% 25% 50% 75% 100% 完全に
かなり
少し
ほとんど
無回答
図 1　日本社会のメンバーになっていると考える程度
0% 25% 50% 75% 100% たくさんいる
ある程度いる
あまりいない
全くいない
図 2　日本人の友人の有無
0% 25% 50% 75% 100% たくさんいる
ある程度いる
あまりいない
全くいない
図 3　日本人以外の友人の有無
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は，「経験あり」という回答が 42名（27.3%）で，
その中で多かったのは，地震 13名と，台風 12
名，洪水 7名であった。
2.　大震災による被害と避難行動
　大震災による被害についてみると，「負傷し
た」と回答した人は 9名（5.8%）とわずかであっ
た。それに対して，家族や友人の死亡と負傷に
ついては，「あり」という回答が 26名（16.9%）
とより多く見られ，さらに，物的な被害では，「被
害あり」という回答が 75名（48.7%）と，回
答者の半数近くが，何らかの物的な被害を受け
たことがわかる。
　震災後の避難の有無についての結果を図 4に
示した。自宅を離れ避難をしたという回答が
61名（39.6%）あり，多くの回答者が避難をし
たことがわかる。避難の場所を見ると，「日本
国外」（23名）と「市内」（29名）という回答
が大部分であった。避難の場所と理由の間には
一定の関係が見られ，国外へ避難した人では，
原子力発電所の事故とそれに伴う放射能の問題
を避難の理由として挙げた人が多く，それに対
して，市内に避難した人では，家屋の損壊と，
電気や水道などのライフラインの問題という理
由が多く見られた。
3.　大震災とストレス
　ストレスに関する質問の大部分では，自由記
述による回答を求めたが，その回答を内容に応
じてカテゴリー化した後，集計を行った。
　震災以降のストレスに関連する個々の症状や
行動の出現率と，各回答者でいくつの症状や行
動が見られたかについての結果をそれぞれ図 5
と図 6に示した。ストレス関連の症状で最も多
く見られたのが「十分な睡眠の後の疲労感」で，
67名（43.5%）の回答者が疲労感を感じたと回
答している。その他に，多くの回答者が挙げた
ものとしては，「精神的な重圧を感じすぎる」
（50名），「怒りやすくなったり，イライラしや
すい」（48名），「悲しい気分になる，気分が落
ち込む」（44名），「集中力や記憶力の低下」（42
名）などがあり，これらの回答はいずれも回答
者全体の 25%以上において見られた。一方，
各回答者が挙げたストレス関連の症状の数につ
いてみると，症状がまったくないという回答者
図 4　避難の有無と行先 図 6　ストレスに関連する症状の個数
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図 5　ストレスに関連する症状の有無
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は 29名（18.8%）で，大部分の回答者で何ら
かのストレス関連の症状があるということがで
きる。症状が一つだけという回答者は 27名
（17.5%）で，多くの回答者が複数の症状を挙
げている。これに対して，「家族の中に震災の
影響によるストレスの問題がある人はいるか」
については，既婚者 111名の中で，「いる」と
いう回答が 49名（44.1%）と，回答者本人よ
りも割合が少ない結果となった。この調査は震
災後数ヶ月に行ったものであるが，その時点で
も，震災の影響は依然として回答者の心に残り，
彼らの心と身体に大きな影響を与えていること
が分かる。
　「震災後にストレスの原因となったこと」に
ついての結果を図 7に示した。最も多かったの
は「原発事故と放射能の問題」で 39名（25.3%）
の回答者がこの問題を挙げた。この他に多くあ
げられたのは，「仕事の問題」25名（16.2%），「余
震」20名（13.0%），「家族の問題」20名（13.0%）
などであった。全体としては，収束の見込みが
立たない原発事故とそれに伴って生じ，長期に
わたって住民の身体への影響が懸念される放射
能問題，そして高い頻度で起こり続ける余震，
これらが原因となって引き起こされた仕事や家
族の問題が主要なストレスの原因となっていた
ことが分かる。
　「現在の主な心配事」についての結果を図 8
に示した。この質問についての結果では，上述
の「ストレスの原因」についての結果と共通す
る点が見られる。ここでも最も多かった回答は
「原発の事故と放射能の問題」であった。61名
（39.6%）の回答者がこの問題を挙げている。
この他に多く見られた回答は，「余震」（30名），
「家族の問題」（20名），「経済の問題」（15名），
「仕事の問題」（11名），「将来に対する不安」（11
名）などであった。震災後にストレスの原因と
なった事柄が，そのまま調査の時点でも心配の
原因となって残っているということができる。
また，数は少ないが，「人間関係の問題」を挙
げた回答者が 5名いた。これらは，震災後に一
時日本を出国したことに関係して，同僚からの
否定的な評価を心配しているというものであっ
た。
　「ストレスを和らげるのに役立ったこと」に
ついての結果を図 9に示した。この質問に対し
て最も多く得られた回答は「家族や友人と一緒
にいる，話す」というもので，46名（29.9%）
がこの回答を挙げた。家族や友人などとの社会
的なつながりを保つことがストレス緩和に最も
有効であるということができる。この他の主な
回答としては，「運動をする」14名（9.1%），「旅
行する」10名（6.5%）があった。これらの回
図 7　ストレスの原因についての主な回答
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図 8　現在の心配事についての主な回答
図 9　ストレス緩和の要因についての主な回答
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答に加えて，数は多くないものの，「他の人を
助ける」（7名），「仕事をする」（6名），「家事
をする」（6名）などがあり，何らかの活動・
行動をすることがストレスの緩和に役立ってい
ることがわかる。また，「祈る，信仰を持つ」
という回答が 10名（6.5%）あったが，これは，
回答者の中にキリスト教の教会の信者が少なか
らず含まれていたためと考えられる。
　次に，「震災で起こった問題に対処するため
に，あるいは，自分がより安全でいられるため
にしたこと，していること」についての結果を
図 10に示した。この質問に対する回答として
は，「生活必需品を手に入れる，余震に対する
対策を立てる」というものが最も多く，43名
（27.9%）の回答者がこの回答を挙げた。余震
が続く中，生活の安全・安心を重要視する人が
多かったことを示している。これに次いで多
かったのが，「家族や友人と一緒にいる，話す」
の 25名（16.2%）であった。また，「他の人を
助ける」（16名），「仕事をする」（10名），「運
動をする」（8名），「家事をする」（7名）など，
何らかの活動・行動をするという回答も合計す
ると回答者の 26.6%と多く見られた。この結
果は，前の「ストレス緩和」の質問についての
結果と共通しており，問題解決や安心を求めて，
社会的なつながりを保とうとしたり，何らかの
活動をしようとした人が多くいたということが
わかる。また，前の質問に比べてより多く見ら
れた回答として，「情報を得る」というものが
9名（5.8%）あった。
　ストレスへの対処方法として多くあげられた
のが，「家族や友人と一緒にいる，話す」，「更
なる災害に備える」，「運動をする」などであっ
たが，これらの方法は，他の研究の結果にも共
通している（Folkman, 2011 ; Edenfield and Blu-
menthal, 2011）。その中でも，他の人と話すと
いう行動について考えてみれば，国友・井庭
（2007）は被災による悲しみや深い心の傷に対
する共感がコミュニケーションの源泉になり，
コミュニケーションを通して被災による傷が癒
されるという，治癒としてのコミュニケーショ
ンについて述べているが，本調査の結果でスト
レスを和らげるための方法として「家族や友人
と話をする」という回答が多く見られたという
結果は，この治癒としてのコミュニケーション
に関わっていると考えられる。一方，阪神・淡
路大震災において被災者の対処方法を調べた日
下ほか（1997）の研究では，体験を語ることで
気持ちの整理をする「トーキングスルー」の頻
度が低いという結果を報告しており，本研究の
結果とは相違が見られるが，これは日本人と外
国人のコミュニケーションスタイルの違い，つ
まり，大まかに言えば，外国人は日本人に比べ
てより “communicative”であるという特徴を反
映したものではないかと考える。
　また，回答者の中で 23人は震災直後に一定
期間日本を離れているが，その中には，海外へ
避難し，余震と放射能の心配から逃れ，家族や
友人と共にいることができたことがストレスを
避けるための最も良い方法であったというコメ
ントがあった。
　「海外にいる家族や友人の反応」についての
結果を図 11に示した。ここでの回答として多
かったのは「心配」と「日本から出国すること
についての圧力」で，いずれも 51名（33.1%）
であった。海外では，震災直後から地震と津波
について，また，原発の事故と放射能の影響に
ついての報道が盛んに行われ，海外の人々の関
心の的になっていた。そのような報道を目にす
ることを通して，日本に在住する家族や友人に
図 10　ストレスへの対処行動についての主な
回答
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対する心配が高まり，同時に，放射能の影響に
対する恐れから，日本を離れることを強く勧め
る人が多く見られたことがわかる。そして，そ
れが回答者自身のストレスの原因のリストに加
わったことも否定できない。ちなみにアメリカ
心理学会（APA）は，家族や友人が被災地にい
る人を対象として，問題に対処するためのヒン
トのリストを公表している（APA, 2011）。
　「震災を通して学んだこと，肯定的に考えら
れること」についての結果を図 12に示した。
最も多い回答は「連帯，絆」で，47名（30.5%）
の回答者がこれを挙げた。この他の主なものと
しては，「日本人に対する肯定的な評価」が 28
名（18.2%），「命の大切さの認識」が 20名
（13.0%），「災害に対する備えの重要性」が 18
名（11.7%），「よりよく生きること」が 13名
（8.4%），「自然に対する人間の無力」が 12名
（7.8%），「他者を助けることの重要性」10名
（6.5%），という結果であった。ストレスを緩
和する要因として，また，ストレス対処の要因
として，社会的な結びつきを保つことが重要で
あることはすでに述べたが，それと重なって，
大災害を通して人と人との結びつきや助け合い
の重要性を再認識した人が多く見られたという
ことができる。また，人生について，あるいは，
人の命について，また，自然との関係について
考える機会を持ったと考える人が多かったこと
がわかる。
　最後に，「震災時とそれ以降の日本人の行動」
に対する評価についての結果を図 13に示した。
全体的には肯定的な評価が多く見られた。その
主なものは，「落ち着いている」が 39名（25.3%），
「素晴らしい，立派」が 32名（20.8%），「連帯
している，協力的」が 29名（18.8%），「秩序
がある」が 27名（17.5%），「我慢強い」が 13
名（8.4%）であった。これに対して，数が多
くはなかったが，「消極的」という否定的な回
答が 14名（9.1%）見られた。この結果は，災
害時だけでなく，より一般的な日本人の特徴と
も一致していると考えられる。問題状況に直面
した場合，自分から積極的に立ち向かい，解決
を模索しようとする態度が欧米人に比べて弱
く，状況に身を任せるような行動傾向に対して，
肯定的に評価をする人と，否定的に評価する人
がいるということではないだろうか。この震災
においては，結果として，他の国で見られたよ
うな暴動や略奪などが起こっておらず，そのた
めにより肯定的な評価がまさったと考えられ
る。このような日本人に対する肯定的な評価と
は対照的に，政府などの行政機関に対する否定
的な評価の回答が 27名（17.5%）あった。特に，
原発の事故への対処と十分で信頼できる情報の
欠如に対して批判的な見方が少なからず存在す
図 11　海外の家族友人の反応についての主な回答
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図 12　震災を通して学んだことについての主な回答
図 13　日本人に対する評価
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るということができる。
　本調査の回答者は，東北地方に住む外国人と
いう点では共通しているが，その文化社会的な
背景や状況はさまざまである。例えば，韓国や
中国など，アジアの国々出身の人もいれば，欧
米出身の人もいる。また，日本人と結婚をして
日本に定住している人もいれば，仕事や勉強の
目的で比較的短い期間日本にいる人もいる。そ
のような文化社会的な背景や状況がストレスの
状況や対処行動と密接に関連していることは十
分考えられる。今回は，単純集計の結果を中心
に報告したが，社会的背景や被災状況との関連
については，さらに分析を進めたい。
　結　　　論
　本調査の結果は次のようにまとめることがで
きる。
　1.　回答者の中で，怪我をした人は少なかっ
たが，家屋などへの物的な被害を受けた人は全
体の 50%近くと，多く見られた。
　2.　震災後，自宅を離れて避難をした人は回
答者全体の約 40%ほどであった。その中で，
約 3分の 1の人が日本国外への避難であった。
国外への避難者の大部分が，原発事故と放射能
の問題を動機として挙げた。
　3.　ストレスに関連した症状については，
80%を超える回答者で何らかの症状が見られ，
60%を超える人が複数の症状を挙げた。多く
の回答者が挙げた症状は，「十分な睡眠の後の
疲労感」，「過度の精神的な重圧」，「怒りやすい，
イライラしやすい」，「気分の落ち込みむ」，「集
中力や記憶力の低下」などであった。
　4.　ストレスの主な原因は，「原発事故と放
射能の問題」と「余震」，そして，これらによっ
て派生した「仕事の問題」，「家族の問題」など
であった。
　5.　ストレス緩和に役立ったこと，あるいは，
そのためにしたことについては，「家族や友人
と一緒にいる，話す」，「何らかの活動・行動を
する」，「生活必需品を蓄える，余震への備えを
する」などの回答が多く挙げられた。
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